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給与支払報告書（総括表）作成及び封入封緘等業務委託仕様書 

 

 この仕様書は、給与支払報告書（総括表）の作成から封入封緘までを委託するにあたり、本委

託契約書に定めるほか、情報セキュリティ対策の取扱について定めるとともに、和歌山市（以下

「本市」）と本業務の受託者（以下「受託者」）の本委託業務の業務内容を定めることを目的と

する。 

 

１ 受託者が作成する品名・仕様等は次のとおりとする。 

①給与支払報告書（総括表） 

仕 様 等 

サイズ Ａ４（縦：２１０ｍｍ×横：２９７ｍｍ） 

紙質・色 上質紙 ５５ｋｇ・白色 

印刷色等 ２色刷り、両面印刷 ※データ印字は黒色 

加 工 

ミシン目：中心・縦方向（１か所） 

ファイル綴じパンチ穴：位置はミシン目右側、穴径：６ｍｍ、ピッチ寸法：

８０ｍｍ、穿孔奥行：８ｍｍ 

数 量 約２２，０００枚 

その他 宛名部分に郵便バーコードを印字する。 

②普通徴収切替理由書（兼 仕切紙） 

仕 様 等 

サイズ Ａ５（縦：２１０ｍｍ×横：１４８ｍｍ） 

紙質・色 上質紙 ５５ｋｇ・白色 

印刷色等 １色刷り、片面印刷 

加 工 
ファイル綴じパンチ穴：位置は左側、穴径：６ｍｍ、ピッチ寸法：８０ｍｍ、

穿孔奥行：８ｍｍ 

数 量 約２２，０００枚 

③窓あき封筒 

仕 様 等 

サイズ 縦：２２０ｍｍ×横：３１０ｍｍ 

紙 質 封入封緘及び郵送に際し、破損しない程度の強度があるもの。 

印刷色等 １色刷り、片面印刷 

加 工 
グラシン窓（１か所）（縦：６０ｍｍ×横：８５ｍｍ程度）、位置：左上部、

アドヘア加工、封入口位置：右側、刷色：青 

数 量 約２２，０００枚 

余剰の①～③については、本市の指示に従い別途納品すること。 
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２ 本市が提供する印字データは次のとおりとする。  

（１）本市が交付するデータは、CSV 形式の可変長データとする。本市独自外字については、

EUDC.tte ファイルで交付する。媒体については CD または DVD を使用する。 

（２）本市が交付するデータの文字コードは Unicode（UTF－8、BOM 有り）、MS 明朝

（JIS2004）にて印字すること。 

（３）本市が交付するデータのファイルレイアウト（帳票項目定義）については別紙を参照

し、適切に対応すること。 

（４）受託者独自の管理連番やバーコードを印字する場合は本市と協議の上決定すること。また、

本市が受託者独自の管理連番での問い合わせに対応できるよう、本市から提供するデータに対

し、受託者独自の管理連番を挿入したデータを本市に提供すること。提供時期は成果品の納入

時期とする。 

 

３ 受託者が納入する成果品の品名及び数量は次のとおりとする。 

品 名 工 程 数 量 

給与支払報告書 

（総括表） 

データ印字後、給与支払報告書（総括表）１部と、普通

徴収切替理由書（兼 仕切紙）１部を窓あき封筒へ封入

封緘する。 

約２２，０００ 

セット 

※ 区分郵便物の割引が適用になるよう、郵便区番号ごとに区分し納品すること。 

 

４ 処理日程については、本市と受託者にて協議して決定する。 

 

５ 上記４の協議後、受託者は本市に対し作業工程表を提出すること。また、受託業務完了後、

本市に対し完了報告書を提出すること。 

  

６ 郵便バーコードについて 

 日本郵便株式会社に事前に品質検査を受け、適正な品質を確保すること。（封入封緘した状態で、

適正に読み取れること。）また、検査結果について本市へ書面にて報告すること。 

 

７ 給与支払報告書（総括表）の抜取り 

（１）抜取り予定件数 約５００件 

（２）本市がリストにより抜取り指示した給与支払報告書（総括表）を抜取り、本市へ提出する

こと。 

 

８ 給与支払報告書（総括表）の件数及び報告 

 給与支払報告書（総括表）の件数について発送分と抜取り分がわかるよう「給与支払報告書（総

括表）発送・抜取件数表」を作成し、納入日前日までに本市へ提出すること。 
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９ 成果品の納入日及び納入場所 

納入日：令和８年１２月４日（金） 納入場所：日本郵便株式会社（和歌山中央郵便局） 

 

10 受託者は、本仕様書の目的を十分理解し、本市が交付するデータの保管については、和歌山

市情報セキュリティポリシー、個人情報取扱特記事項を遵守するとともに、紛失等の事故が起

こることのないよう受託者の責任のもとに厳重に管理し、次のとおり各報告書を提出すること。 

  なお、必要に応じて個人情報に係るその他の報告を本市が求めた場合、受託者は書面にて提

出すること。 

①受託者は情報の適正な管理体制を整え、契約締結後速やかに情報管理体制届出書（別記様

式１）を提出すること。 

②受託者は、契約書に定める各条項、個人情報取扱特記事項、和歌山市情報セキュリティポ

リシー及びその他本市との協議内容に基づき、契約終了までに、安全管理措置等履行状況

報告書（別記様式２）を提出すること。 

③受託者は情報の廃棄について、細断、焼却、電磁気的記録媒体の物理的破壊又は、電子デ

ータを復元できないように完全に消去する等の方法により確実に廃棄処分を行い、速やか

に情報廃棄証明書（別記様式３）を提出すること。 

 

11 本市が交付するデータの収受方法は、本市と受託者にて協議のうえ決定するものとするが、

この場合において受託者は、本市の確認を受けるとともに、その搬送に当たっては、受託者の

責任のもとに慎重に扱わなければならない。 

 

12 受託者は、受託業務処理中に事故が発生したときは直ちに本市に報告するとともに、本市の

指示を受けなければならない。 

 

13 事情によりファイルレイアウト（帳票項目定義）を変更する場合がある。 

 

14 受託者は、一般財団法人日本情報経済社会推進協会におけるプライバシーマーク制度の認定

又はこれと同等以上の資格を取得していること。 

 

15 この仕様書に定めのない事項については、必要に応じて本市と受託者にて協議するものとす

る。 

 

 

※ 疑義の質問について 

入札者は、見積期間中に、仕様書等において疑義のある場合は、関係職員の説明を求めるこ

とができる。質問事項は文書で担当課長あて提出すること。 

締切日は入札日（入札日は含まない。）より５日前（ただし、締切日が土曜日及び日曜日並び
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に国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日になる場合はその前

日とする。）の１７時までとする。 

  なお、質問事項の回答については、質問者に文書にて回答するとともに、和歌山市ホームペ

ージ入札・契約情報画面において公開するものとする。 
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様式１ 

  年  月  日 

和歌山市長 様 

所在地             

事業者名            

役職・代表者            ㊞ 

情報管理体制届出書 

 次のとおり、個人情報等の重要情報資産に携わる管理責任者及び従事者を届け出ます。 
契約内容を遵守し、情報の適正な管理を行います。 

業務委託契約件名  

情

報

管

理

体

制 

情報管理責任者  

部署名  

電話番号  

従事者名 所属 従事期間（開始と終了） 備考 

  年 月 日 ～  年 月 日  

  年 月 日 ～  年 月 日  

  年 月 日 ～  年 月 日  

  年 月 日 ～  年 月 日  

  年 月 日 ～  年 月 日  

情報保管場所  

保管方法  

作業場所  

その他 

 

※ この届出書は、契約締結後、受託業務の開始前に、速やかに提出すること。 

※ 上記の管理体制に変更があった場合は、速やかに届け出ること。 

※ 緊急時の連絡体制を添付すること。（電話番号等の個人情報は不要） 
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様式２ 

  年  月  日 

和歌山市長 様 

所在地   

事業者名  

役職・代表者            ㊞ 

安全管理措置等履行状況報告書 

令和  年 月 日付けで、和歌山市と     で締結しました給与支払報告書（総括表）

作成及び封入封緘等業務委託契約に関し、契約書に定める各条項、個人情報取扱特記事項、和歌

山市情報セキュリティポリシー及びその他和歌山市との協議内容に基づき、安全管理措置等の履

行状況ついて、次のとおり報告します。 

項 目 確 認 事 項 確認欄 

1 基本的事項 契約に係る情報及び知り得た秘密等の保護の重要性を認識し

、その取扱いに当たっては、情報の漏えい等の事故が発生す

ることがないよう適切に取り扱っている。 

□ 

2 法令等遵守 個人情報の保護に関する法律その他個人情報に関する法令等

を遵守している。 
□ 

3 安全管理措置 この契約に係る事務の管理責任者、事務に従事する者及び作

業場所を限定している。 
□ 

限定した事務の管理責任者、事務に従事する者及び作業場所

を明確にした管理体制を整備し、委託者に届出ている。 
□ 

契約に係る情報を含む記憶媒体及び印刷物は、限定した従事

者以外の者が利用できないよう施錠管理している。 
□ 

契約に係る情報の管理状況及び利用状況を記録している。 □ 

契約に係る情報の廃棄状況について記録している。 □ 

4 教育の実施 管理責任者及び従事者に対し、契約書に定める各条項、個人

情報取扱特記事項、和歌山市情報セキュリティポリシー及

びその他和歌山市との協議内容に基づく情報セキュリテ

ィ対策について、遵守事項の内容を周知徹底し、その遵守に

必要となる教育を行っている。 

□ 

5 目的外利用及び第三

者への提供の禁止 

契約に係る情報を当該業務の目的以外に利用及び第三者に提

供していない。 □ 

6 複写及び複製の禁止 契約に係る情報を用紙又は記録媒体等に、複写又は複製して □ 
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項 目 確 認 事 項 確認欄 

いない。 

委託者の指示があった場合のみ、契約に係る情報を複写又は

複製している。 
□ 

委託者の指示以外で、契約に係る情報を複写又は複製をする

必要がある場合は、委託者の書面による承諾をあらかじめ受

けている。 

□ 

7 持ち出しの禁止 作業場所から契約に係る情報を持ち出していない。 
□ 

8 再委託の禁止 事務の一部又は全部を再委託先等の第三者（子会社及びグル

ープ会社も含む）に取り扱わせていない。 
□ 

委託者の書面による承諾を得て再委託をしており、再委託先

に遵守事項の規定を遵守させている。 
□ 

9 情報の返却・消去 委託者から渡された情報が、不要となった時点で速やかに返

却し、又は委託者の指示に従い廃棄する。 
□ 

委託者の指示に従い廃棄している場合は、消去したことが分

かる書類を委託者に提出する。 
□ 

10 事故発生時の対処 個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、委託者に

対し速やかに報告できる緊急時の連絡体制を整備している。 
□ 

セキュリティ事故が発生した場合、直ちに被害を最小限に抑

えるための措置を講じる体制を構築している。 
□ 

※遵守している事項は確認欄にチェックしている 
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様式３ 

  年  月  日 

和歌山市長 様 

所在地   

事業者名   

役職・代表者           ○印  

情報廃棄証明書 

本業務において受領した情報は、以下のとおり弊社において廃棄したことを証明します。 

業務委託契約件名  

廃棄対象情報  

実施日  

廃棄方法  

契約確定日  契約期間 
 

その他 

 

※ この証明書は情報の廃棄を実施後、速やかに提出すること。 

 



別紙 

 

 

ファイルレイアウト 

（帳票項目定義） 

 

給与支払報告書（総括表） 
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帳票項目定義 
作成日時 システム管理者 

2020/10/26 10:32:47  

システム名 サブシステム名 プロセス名  

    

ID MICJET ID  ID    

 

 

版 変更日付 変更者 変更内容 

    

    

    

 

帳票名 ＦＭ－給報総括表

Ｇ 

定義体名 C610010D 定義体版数 14 

 

ファイル種別 CSV 

説明 

①データ形式：可変長 CSV （例）“データ１”,”データ２“,・・・ 

②文字コード：Unicode 

③エンコーディング：UTF-8 BOM有り 

④フォント：MS明朝(JIS2004準拠) 

⑤和歌山市独自外字（ユーザ外字）：EUDC.TTEファイルで提供（本市が提供するファイルを利用すること） 

⑥ファイル名：「システムコード(2桁)」＋「帳票コード(10桁)」＋「一意通番(14桁)」＋「ハイフン(-)」＋ 

「作成年月日(8桁)」＋「作成時分秒(8桁)」＋「.csv」 

 例）C6C630050Dxx30000000000137-2017083119381234.csv 

⑦ファイルの単位：50,000レコードでファイルが分割される。 

⑧各レコードの初めの項目（下記項目定義の前）には帳票ＩＤが入る。（当項目は印字しない） 

⑨金額等のカンマ編集は、カンマ編集されていない値が出力されるため、別途カンマ編集が必要。 

対象：詳細欄が、「編集文字(Z,ZZZ,ZZ9)」指定の項目 

⑩数字項目であっても、ＣＳＶ項目に数字が入っていない場合は、空白を編集する。 

⑪詳細欄が「全ゼロサプレスあり」指定の項目の場合は、ＣＳＶ項目にゼロが入っていても空白を編集する。 

⑫詳細欄が「ＺＺＺＺＺＺＺ」指定の項目は、ＣＳＶ項目にゼロが入っていても空白を編集する。 

⑬属性・桁欄に値のない項目は、繰返しや集団項目等を表す定義項目であり、出力項目ではない。 

⑭繰返し欄に値が入っている項目は、次項目以降、同レベル番号がくるまでの範囲の項目を指定回数分 

繰返し印字する。 

⑮詳細欄が「EAN128バーコード項目」指定の項目は、44桁目のチェックデジットを計算し設定すること。 

（計算方式はモジュラス 10） 

 

 

 

No. レベル

番号 

項目名 位置

(行桁) 

属性・

桁数 

繰返し 文字サ

イズ 

文字ピ

ッチ 

書体 文字飾

り 

印字方

法 

詳細 

1 01 MAS001 

ＦＭ－給報総括表 

         

2 02 W013   

ＦＭ－郵便番号 

120:21

4 

X(10)  欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

標準 

 

  英数字項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

文字サイズ:9.0 ポイ

ント 

文字ピッチ:10 CPI 

3 02 W001   

ＦＭ－送付番号 

123:72

5 

9(7)  欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

標準 

 

  数字項目 

編集文字(ZZZZZZ9) 

全ゼロサプレスあり 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

文字サイズ:9.0 ポイ

ント 

文字ピッチ:10 CPI 

4 02 W008   

ＦＭ－住所１ 

200:21

5 

N(20)  和文:9

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

5 02 W012   

ＦＭ－住所２ 

230:21

5 

N(20)  和文:9

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 
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帳票項目定義 
作成日時 システム管理者 

2020/10/26 10:32:47  

システム名 サブシステム名 プロセス名  

    

ID MICJET ID  ID    

 

 

版 変更日付 変更者 変更内容 

    

    

    

 

No. レベル

番号 

項目名 位置

(行桁) 

属性・

桁数 

繰返し 文字サ

イズ 

文字ピ

ッチ 

書体 文字飾

り 

印字方

法 

詳細 

6 02 W01A   

ＦＭ－住所３ 

260:21

5 

N(20)  和文:9

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

7 02 W01B   

ＦＭ－住所４ 

290:21

5 

N(20)  和文:9

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

8 02 W01C   

ＦＭ－義務者氏名

１ 

320:21

5 

N(20)  和文:9

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

9 02 W01D   

ＦＭ－義務者氏名

２ 

350:21

5 

N(20)  和文:9

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

10 02 W022   

ＦＭ－義務者氏名

３ 

380:21

5 

N(20)  和文:9

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

11 02 S001   

ＦＭ－バーコード 

440:21

0 

       範囲指定バーコード

項目 

バーコード種別:カ

スタマ 

領域:横幅( 700)/縦

幅(  40)ドット 

文字印刷:する 

印刷方向:0度 

12 02 W00D   

ＦＭ－指定番号２ 

100:10

50 

X(10)  欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

標準 

 

  英数字項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

文字サイズ:12.0 ポ

イント 

文字ピッチ:10 CPI 

13 02 W00B   

ＦＭ－指定番号 

170:21

55 

X(10)  欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

標準 

 

  英数字項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

文字サイズ:12.0 ポ

イント 

文字ピッチ: 5 CPI 

14 02 W00A   

ＦＭ－徴収希望区

分 

220:25

60 

X(1)  欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

標準 

 

  英数字項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

文字サイズ:12.0 ポ

イント 

文字ピッチ:10 CPI 

15 02 W021   

ＦＭ－給報郵便番

号 

545:16

05 

X(10)  欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

標準 

 

  英数字項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

文字サイズ:7.0 ポイ

ント 

文字ピッチ:12 CPI 

16 02 W002   

ＦＭ－給報所在地

１ 

565:15

85 

N(25)  和文:7

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 
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帳票項目定義 
作成日時 システム管理者 

2020/10/26 10:32:47  

システム名 サブシステム名 プロセス名  

    

ID MICJET ID  ID    

 

 

版 変更日付 変更者 変更内容 

    

    

    

 

No. レベル

番号 

項目名 位置

(行桁) 

属性・

桁数 

繰返し 文字サ

イズ 

文字ピ

ッチ 

書体 文字飾

り 

印字方

法 

詳細 

17 02 W003   

ＦＭ－給報所在地

２ 

585:15

85 

N(25)  和文:7

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

18 02 W015   

ＦＭ－給報所在地

３ 

605:15

85 

N(25)  和文:7

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

19 02 W01F   

ＦＭ－税額通知書

送付先１ 

625:15

85 

N(25)  和文:7

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

20 02 W020   

ＦＭ－税額通知書

送付先２ 

645:15

85 

N(25)  和文:7

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

21 02 W019   

ＦＭ－税額通知書

送付先３ 

665:15

85 

N(25)  和文:7

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

22 02 W007   

ＦＭ－カナ名称 

330:15

85 

N(30)  和 文 :

任意 

和 文 :

任意 

和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

文字サイズ:6.0 ポイ

ント 

文字ピッチ:24 CPI 

23 02 W005   

ＦＭ－給報漢字名

称１ 

420:15

85 

N(25)  和文:7

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

24 02 W004   

ＦＭ－給報漢字名

称２ 

450:15

85 

N(25)  和文:7

ポ 

 和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

25 02 W00F   

ＦＭ－電話番号 

1075:1

642 

X(14)  欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

標準 

 

  英数字項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

文字サイズ:8.0 ポイ

ント 

文字ピッチ:17 CPI 

26 02 W014   

ＦＭ－内線番号 

1075:1

849 

X(10)  欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

標準 

 

  英数字項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

文字サイズ:8.0 ポイ

ント 

文字ピッチ:17 CPI 

27 02 W024   

ＦＭ－納入書要否

１ 

1170:2

445 

N(1)  和 文 :

任意 

和 文 :

任意 

和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:倍角 

文字サイズ:12.0 ポ

イント 

文字ピッチ: 6 CPI 
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帳票項目定義 
作成日時 システム管理者 

2020/10/26 10:32:47  

システム名 サブシステム名 プロセス名  

    

ID MICJET ID  ID    

 

 

版 変更日付 変更者 変更内容 

    

    

    

 

No. レベル

番号 

項目名 位置

(行桁) 

属性・

桁数 

繰返し 文字サ

イズ 

文字ピ

ッチ 

書体 文字飾

り 

印字方

法 

詳細 

28 02 W025   

ＦＭ－納入書要否

２ 

1170:2

535 

N(1)  和 文 :

任意 

和 文 :

任意 

和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:倍角 

文字サイズ:12.0 ポ

イント 

文字ピッチ: 6 CPI 

29 02 W009   

ＦＭ－担当者番号 

220:24

40 

X(2)  欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

任意 

 

欧 文 :

標準 

 

  英数字項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

文字サイズ:12.0 ポ

イント 

文字ピッチ:10 CPI 

30 02 W006   

ＦＭ－カナ名称２ 

350:15

85 

N(30)  和 文 :

任意 

和 文 :

任意 

和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

文字サイズ:6.0 ポイ

ント 

文字ピッチ:24 CPI 

31 02 W00C   

ＦＭ－カナ名称３ 

370:15

85 

N(30)  和 文 :

任意 

和 文 :

任意 

和 文 :

標準 

 横書き 日本語項目 

項目色:標準 

拡大指定:標準 

文字サイズ:6.0 ポイ

ント 

文字ピッチ:24 CPI 
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業務委託契約書 

 

和歌山市（以下「甲」という。）と          （以下「乙」という。）は、

給与支払報告書（総括表）作成及び封入封緘等業務について、次のとおり委託契約を締結

し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

（委託業務） 

第１条 甲は、給与支払報告書（総括表）作成及び封入封緘等業務（以下「委託業務」と

いう。）の履行を乙に委託し、乙はこれを受託する。 

（契約期間） 

第２条 契約期間は、契約締結日から令和８年１２月１８日までとする。 

（委託業務の処理方法） 

第３条 乙は、別紙仕様書の内容に従って委託業務を履行しなければならない。 

（委託料） 

第４条 委託料は、         円（消費税及び地方消費税を含む。）とする。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第５条 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡等により承継させては

ならない。ただし、委託業務の一部の履行についてあらかじめ甲の書面による承諾を得

た場合は、この限りではない。 

（再委託等の禁止） 

第６条 乙は、委託業務の全部又は一部の履行を第三者に委託し、又は請け負わせてはな

らない。ただし、委託業務の一部の履行についてあらかじめ甲の書面による承諾を得た

場合は、この限りではない。 

（委託業務の調査等） 

第７条 甲は、必要があると認めるときは、委託業務の履行状況について調査を行い、又

は乙に対して報告を求めることができる。 

（業務内容の変更等） 

第８条 甲は、必要がある場合は、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止す

ることができる。この場合において、委託金額又は契約期間を変更する必要があるとき

は、甲乙協議して書面により定めるものとする。 

２ 甲は、前項の場合において、乙が損害を受けたときは、その損害を賠償しなければな

らない。この場合において、賠償金の額は、甲乙協議して定める。 

（契約期間の延長） 

第９条 乙は、その責めに帰することができない理由その他正当な理由により契約期間内

に委託業務を完了することができないときは、甲に対して遅滞なくその理由を明らかに

した書面により契約期間の延長を求めることができる。この場合において、延長日数は、

甲乙協議して書面により定めるものとする。 

（案） 
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（損害の負担） 

第１０条 委託業務の履行に関して発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。以下こ

の条において同じ。）は、乙が負担するものとする。ただし、甲の責めに帰すべき理由

により生じた損害は、甲が負担する。この場合においては、甲が負担すべき額は、甲乙

協議して定める。 

（履行遅滞に係る損害金等） 

第１１条 甲は、乙の責めに帰する理由により契約期間内に委託業務を完了することがで

きない場合において、契約期間後相当の期間内に完了する見込みのあるときは、乙から

損害金を徴収して契約期間を延長することができる。 

２ 前項の損害金の額は、契約金額につき、遅延日数に応じ、年３パーセントの割合で計

算した額とする。 

（検査及び引渡し） 

第１２条 乙は、委託業務を完了したときは、遅滞なく甲にその旨を通知しなくてはなら

ない。 

２ 甲は、前項の通知を受けたときは、その日から１０日以内に成果品について検査をお

こなわなければならない。 

３ 乙は、前項の検査の結果不合格となり、成果品について補正を命ぜられたときは、遅

滞なく当該補正を行い、甲に補正完了の届を提出して再検査を受けなければならない。

この場合において再検査の期日については、前項の規定に準用する。 

４ 乙は、検査合格の通知を受けたときは、遅滞なく、成果品を甲に引き渡すものとする。 

（委託金の支払） 

第１３条 乙は、前条の規定による検査に合格したときは、甲に対して、委託金の支払を

請求するものとする。 

２ 甲は、前項の支払い請求を受けたときは、その日から３０日以内に委託金を乙に支払

わなくてはならない。 

３ 乙は、甲の責めに帰すべき理由により前項の規定による委託金の支払いが遅れた場合

は、未受領金額につき遅延日数に応じ、年３．０パーセントの割合で計算した額の遅延

利息の支払いを甲に請求することができる。 

（甲の解除権） 

第１４条 甲は、次条及び乙の債務不履行による場合のほか、乙が次の各号のいずれかに

該当するときは、契約を解除することができる。 

（１）その責めに帰すべき理由により、契約期間中委託業務を継続して履行できる見込み

がないと明らかに認められるとき。 

（２）第２２条第１項に規定する個人情報取扱特記事項を遵守していないと認められると

き。 

（３）理由のいかんを問わず、契約に違反したとき。 
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２ 前項の規定により契約を解除した場合において、甲に損害が生じたときは、乙はその

損害を賠償しなければならない。 

３ 前項の損害賠償は、甲が乙に対し、委託金額の１００分の１０に相当する違約金の請

求を妨げないものとする。 

４ 甲は、第１項の規定により契約を解除した場合、委託業務の既履行部分について確認

の上、その部分に相応する委託金を乙に支払わなければならない。 

（契約の解除） 

第１５条 甲は、委託業務が完了しない間は、前条第１項に規定する場合のほか必要があ

るときは、契約を解除することができる。 

２ 第８条第２項及び前条第４項の規定は、前条の規定により契約を解除した場合に準用

する。 

（暴力団等排除に係る解除） 

第１６条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することが

できる。 

（１）乙の役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、

その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人に

あってはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）に次に掲げる者

がいると認められるとき。 

ア 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。

以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ） 

イ 暴力団関係者（暴力団員ではないが暴対法第２条第２項に規定する暴力団（以下「暴

力団」という。）」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力

的不法行為等を行う者をいう。以下同じ） 

（２）乙の経営又は運営に暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）が

実質的に関与していると認められるとき。 

（３）乙の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営

若しくは運営に実質的に関与している法人等（法人その他の団体又は個人をいう。以

下同じ。）を利用するなどしていると認められるとき｡ 

（４）乙の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しく

は運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

（５）乙の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を

有していると認められるとき。 

（６）乙の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りな

がら、これを利用するなどしていると認められるとき。 

（７）乙が、暴力団又は暴力団員等から、妨害又は不当要求を受けたにもかかわらず、警
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察への被害届の提出を故意又は過失により怠ったと認められるとき｡ 

２ 甲は、前甲の規定によりこの契約を解除したときは、これによって生じた甲の損害の

賠償を乙に請求することができる。 

３ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じても、そ

の責めを負わないものとする。 

（談合等不正行為に係る甲の解除） 

第１７条 乙が次の各号のいずれかに該当したとき、甲は直ちにこの契約を解除すること

ができる。ただし、その事由が甲の責めに帰すべきものによる場合は、この限りでない。 

（１）公正取引委員会が、この契約に関し、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止

及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」と

いう。）第４９条に規定する排除措置命令（以下「排除措置命令」という。）を行い、

当該措置命令が確定したとき。 

（２）公正取引委員会が、この契約に関し、乙に違反行為があったとして独占禁止法第６

２条第１項の規定による課徴金の納付を命じ、当該課徴金納付命令（以下「納付命令」

という。）が確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定によ

り取り消された場合を含む。）。 

（３）公正取引委員会が、この契約に関し、排除措置命令又は納付命令（これらの命令が

乙又は乙が構成事業者である事業者団体（以下「契約者等」という。）に対して行われ

たときは、契約者等に対する命令で確定したものをいい、契約者等に対して行われて

いないときは、各名宛人に対する命令全てが確定したものをいう。次号において同じ。）

を行った場合において、乙に独占禁止法に違反する行為の実行としての事業活動があ

ったとされたとき。 

（４）排除措置命令又は納付命令により、契約者等に独占禁止法に違反する行為があった

とされた期間及び当該違反行為の対象となった取引分野が示された場合において、こ

の契約が当該期間（これらの命令に係る事件について、乙に対する納付命令が確定し

たときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反行為の実行期間

を除く。）に入札等（見積書等の提出に基づく受注者選定を含む。）が行われたもので

あり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

（５）乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）がこの契約に関し行った行

為について刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独

占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑が確定したと

き。 

２ 乙は、前項各号のいずれかに該当するときは、甲がこの契約を解除するか否かを問わ

ず、賠償金として、契約金額の１０分の２に相当する額又は実際の損害額のうちいずれ

か多い額を甲に対して支払わなければならない。この契約の履行が完了した後にその事

由に該当した場合も同様とする。 

３ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じても、そ

の責めを負わないものとする。 

（乙の解除権） 

第１８条 乙は、甲の債務不履行による場合のほか、次のいずれかに該当するときは、契
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約を解除することができる。 

（１）第８条第１項の規定により委託業務の内容を変更したため委託金額が３分の２以上

減少したとき。 

（２）第８条第１項の規定による委託業務の一時中止期間が契約期間の１０分の５を超え

たとき。 

２ 第８条第２項及び第１４条第４項の規定は、前項の規定により、契約を解除された場

合に準用する。 

（乙の不完全履行責任） 

第１９条 甲は、第１２条の規定による検査後であっても、乙が不完全な履行を行った場

合には、乙に補修させることができる。 

２ 甲は、前項の補修に代え、又はその補修とともに損害賠償を乙に請求することができ

る。 

（賠償金等の徴収） 

第２０条 甲は、乙がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を甲の指定する期間内

に支払わないときは、甲が乙に支払うべき委託金と相殺し、なお不足のあるときは乙に

追徴する。 

（守秘義務等） 

第２１条 乙は、委託業務を処理する際に知り得た秘密を漏らしてはならない。 

２ 乙は、その委託業務に従事する者が委託業務を履行する際に知り得た秘密を漏らさな

いよう指導しなければならない。 

３ 乙は、乙又は乙の委託業務に従事した者が秘密を漏らしたため、甲が損害を受けたと

きは、その損害を賠償しなければならない。 

（個人情報取扱特記事項の遵守） 

第２２条 乙は、委託業務の履行に当たっては、別記の個人情報取扱特記事項を遵守しな

ければならない。 

２ 甲は、乙が前項の規定に違反して個人情報の取扱いをしていると認めたときは、乙の

名称、事務所又は事業所の所在地及び代表者並びに当該違反事実の公表をすることがで

きる。 

（和歌山市情報セキュリティポリシーの遵守） 

第２３条 乙は、委託業務の履行に当たり、和歌山市情報セキュリティポリシー（以下「ポ

リシー」という。）を遵守しなければならない。 

２ 乙は、この契約による事務を履行するに当たり、ポリシーで規定する重要情報資産（以

下「重要情報資産」という。）を取り扱う際には、当該情報が個人情報に該当しない場

合においても、個人情報と見なして前条に規定する別記の個人情報取扱特記事項を遵守

すること。 

３ 甲は、乙が第１項及び前項の規定に違反して重要情報資産の取扱いをしていると認め
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たときは、前条第２項の規定を準用する。 

（合意管轄） 

第２４条 この契約に関し、甲乙間に訴訟の必要が生じた場合、甲を管轄する裁判所を第

一審の管轄裁判所とする。 

（補則） 

第２５条 この契約に定めない事項又は疑義の生じた事項については、必要に応じて甲乙

協議して定める。 

この契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、甲乙記名押印の上それぞれ１

通を保有する。 

 

 

令和  年  月  日 

 

甲   和歌山市七番丁２３番地 

和歌山市 

和歌山市長 尾 﨑 太 郎 

 

 

乙    

 

                        



別記  

個人情報取扱特記事項  

 

（基本的事項） 

第１ この契約により、和歌山市（以下「甲」という。）から事務の委託を受けたもの

（以下「乙」という。）は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務

を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護に関する法律その

他個人情報に関する法令等を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個

人情報を適正に取り扱わなければならない。  

（従事者等の明確化） 

第２ 乙は、この契約に係る事務の管理責任者及び事務に従事する者（以下「この契約

に係る事務に従事する者等」という。）並びにこの契約に係る個人情報を取り扱う場

所（以下「作業場所」という。）を明確にし、甲から求めがあったときは、甲に報告

しなければならない。 

（適正な管理） 

第３ 乙は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損その他

の事故を防止するため、個人情報の取扱いをこの契約に係る事務に従事する者等に限

定し、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）この契約に係る事務を処理するために甲から貸与を受けた、又は乙が収集し、複

製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等（以下「個人情報が記録され

た資料等」という。）について、甲から求めがあったときは、記録を作成すること。 

（２）個人情報が記録された資料等は、この契約に係る事務に従事する者等以外の者が

利用できないよう、施錠等管理すること。 

（３）その他個人情報の管理のために必要な措置を講じること。 

（教育の義務） 

第４ 乙は、この契約に係る事務に従事する者等に対し、この特記事項の遵守に必要な

こと、個人情報の違法な利用及び提供に対して罰則が適用されること等個人情報の保

護に関して必要な教育を行わなければならない。  

（秘密の保持） 

第５ 乙は、この契約に係る事務に関して知り得た個人情報を他人に知らせてはならな

い。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（受託目的以外の利用等の禁止）  

第６ 乙は、この契約に係る個人情報を当該事務以外の目的に利用し、又は第三者に提

供してはならない。ただし、甲の書面による承諾をあらかじめ得た場合又は甲の指示

があった場合は、この限りでない。  

（複写又は複製の禁止） 

第７ 乙は、この契約に係る事務を処理するに当たって、甲から貸与された個人情報が

記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。ただし、甲の書面による承諾

をあらかじめ得た場合又は甲の指示があった場合は、この限りでない。  



（持ち出しの禁止） 

第８ 乙は、この契約に係る事務を処理するに当たって、作業場所から個人情報を持ち

出してはならない。ただし、業務上、やむを得ず、持ち出しするときは、甲の承認を

得た上で、書面に記録するものとする。  

（再委託の禁止）  

第９ 乙は、この契約による事務に係る個人情報の処理を自ら行うものとし、第三者に

その処理を委託してはならない。ただし、甲の書面による承諾をあらかじめ得た場合

は、この限りではない。その際は、乙の責任において、再委託者にこの特記事項の規

定を遵守させなければならない。 

２ 前項の規定は、再委託者が乙の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条

第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も、同様とする。 

（資料等の返還又は廃棄） 

第１０ 乙は、個人情報が記録された資料等を、この契約が終了し、又は解除された後

速やかに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、

その指示に従うものとする。  

なお、甲の指示により、個人情報が記録された資料等を廃棄する場合は、復元不可

能な方法で確実に廃棄処分を行い、その結果を書面により証明しなければならない。  

（報告又は資料の提出） 

第１１ 甲は、個人情報を保護するために必要な限度において、乙に対し、個人情報の

管理状況の履行について書面で報告を求めること及び乙の作業場所への立入調査が

できるものとし、乙は、甲から改善を指示された場合には、その指示に従わなければ

ならない。 

（事故発生時の報告義務） 

第１２ 乙は、個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損その他の事故が生じた場合に備

え、甲に対し、速やかに報告できる緊急時の連絡体制を整備しなければならない。ま

た、事故が生じ、又は生じるおそれがあることを知ったときは、速やかに、次に掲げ

る事項を遵守しなければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、

同様とする。   

（１）直ちに被害を最小限に抑えるための措置を講じ、甲に報告すること。  

（２）当該事故の原因を分析すること。  

（３）甲の求めに応じて、当該事故の再発防止策を実施すること。  

（４）甲の求めに応じて、当該事故の記録を書面で提出すること。  

（漏えい等が発生した場合の責任） 

第１３ 乙は、この契約に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損その他の事態が

発生した場合において、その責に帰すべき理由により甲又は第三者に損害を与えたと

きは、その損害を賠償しなければならない。また、甲は、必要に応じ、乙の名称、所

在地及び代表者並びに当該事故の事実を公表できるものとする。 

 

 


